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1 はじめに

地方創生活動が各地で盛んに行われている．地域の
多様な特色を活かした多様な活動が多様な人々によっ
て共創的に行われることで極めて多様な知が生まれて
いる．しかし，個々の事例で生まれた価値のある知は，
必ずしも地域間で効果的に共有されているとは言えな
い．そこで，個別の知を集積することで，さらに創造
的な集合的知性（Collective Intelligence）が得られるこ
とが期待できる．
本研究では，人工知能学会において第２種研究会と
して市民共創知研究会を立ち上げ，人的支援，場づく
り支援，情報システム支援など，地域に対して共創知
を創生し Collective Intelligenceを実現するための複合
的な支援体制を整えている．本稿では，これまでの取
り組みの経過と今後の構想について述べる．

2 地方創生とソーシャルメディア

世界各国で少子化や高齢化に関する課題をもつ国は
多く，地方を活気付け，これらの課題を克服し生産性
を向上させることは，社会的に重要かつ喫緊の課題と
して注目されている．地方創生に繋がる活動は様々な
レベルで様々な立場の人々が行なっている．ここでは，
地方創生に関する活動の中でも，現場の生の課題を発
見し，その解決方法を創造し，社会にインパクトを与
える持続可能なプロジェクトとして根付かせるような
活動について注目する．
世界各国の地域において，地域創生活動は活発に行
われている．例えば，デザインをテーマにした活動と
しては「あいちトリエンナーレ」と呼ばれる町中をデ
ザインの展示場とするような取り組みや，地域の自治
体の施設や団体と連携し運営し，「ふれあうように学ぶ
場」を提供する遠野みらい創りカレッジという取り組
みもある．
また一つの地域だけではなく，多数の地域を回るこ
とで，各地域特有の課題やその解法を突き詰めようと
いう試みも多く存在する．代表的なものとして，移動
大学 [1]は，「日本列島を教科書に」という哲学のもと
で，日本各地を回りながら各地の現場の生の課題に触
れ，課題の発掘から仮設生成そして検証までのW型の
創造プロセスを用いることで創造的な活動を行なって
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いる．複数の地域を探検することによって，結果とし
て一般化された創造技法が確立されている点は価値が
高い．

Climate Colab[2]は，ソーシャルメディアを用いたク
ラウドファンディングによって，世界的な課題に対す
る解決案を集め洗練することを行なっている．ソーシャ
ルメディアを用いたコンテスト方式の解決案の集約に
より，参加者数を増やし，多様性のある意見を集める
ことに成功している．年に一度程度の対面式のカンファ
レンスを開催することで，人間同士のネットワークを
より強固にしている．ソーシャルメディアを用いるこ
とで，大規模かつ多様性のある参加者を得ることがで
きる．
図 1に，以上の創造活動の類型について，一つの地

域集中型，多数の地域の巡回型，及びソーシャルメディ
アによる集中型の概念図を示す．
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図 1: 一般的な創造活動の類型

一般的な創造活動に関する課題は，以下の（１）と
（２）である．（１）一つの地域集中型や多数の地域巡回
型において，個々の事例は，閉じていることが多く，横
のつながりが保ちにくい．各地方で同様な活動があっ
てもそれらが継続的に繋がることは難しい．（２）ソー
シャルメディアによる集中型については，参加者が共
有するような課題が，多くの参加者が容易に想像でき
るような気候変動などグローバルな課題になりがちで
ある．一方で，参加者が想像しにくいような，地域の
生の課題を想定することが難しい．

3 ソーシャルメディアによる市民共創支援

そこで本研究では，地域巡回型の創造活動をソーシャ
ルメディアによってつなぎ，地域の課題やその解決に
向けた活動の内容を共有できるような仕組みとシステ
ムによる支援を提案する．図 2に概念図を示す．ここ
では，複数の地域においてあらゆる立場のステークホ
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ルダーが参加，発表，及び意見を交換し，共創的に新
たなアイデアを生み出すことができるような場と，そ
れを各地域でソーシャルメディアによってつなぐこと
ができるような仕組みを構築し実践する．ソーシャル
メディアによって繋ぐことにより，各地域の活動に参
加せずとも意見を共有・提案することも可能になる．

図 2: ソーシャルメディアによる市民共創知支援

ソーシャルメディアによる市民共創知支援を実現す
るための具体的な要件として，以下の３点が重要であ
る： (a)個々の共創的合意形成の場， (b)共創を共有す
る場としての誰でも参加できる学術研究会（学会／研
究会），(c)集合知実現のためのシステム．特に，(b)は，
(a)を継続的かつ複数の地域で行うことを目的とし，さ
らには一般的に想定される”学会”と言うよりは，地域
の課題について活躍している様々なステークホルダー
（高校生なども含む）が発表し参画できるような研究会
を指している．(c)は (a)や (b)を支援し促進するため
のシステムである．

4 第１回市民共創知研究会とシステム

ソーシャルメディアを用いて市民共創知支援を実現
するために，人工知能学会の第２種研究会として市民
共創知研究会を立ち上げた．第１回の市民共創知研究会
は，入念にコンセプトを練り上げた上で岩手県遠野市で，
2016年 11月 25日（金）～27（日）に開催した．スケジ
ュールの概要は，１日目にフィールドワークと民泊，２日
目は研究発表や対話会，及び３日目はコンテストに向け
た共創対話セッションである．詳細は，第１回市民共創知
研究会ホームページ（http://www.itolab.nitech.ac.jp/SIG-
CCI/）を参照いただきたい．遠野市の共催のもと，NPO
による協力も得た．参加者のアンケートからは，極め
て有意義であったことが分かった（分析の詳細は別の
機会に譲る）．図 3に研究会の様子を示す．
３日目の共創対話セッションから共創されたいくつ
かプロジェクトを共有かつ促進するためのシステムと
して「みらいラボ」を開発し公開している．図 4に UI
を示す．詳細は文献発表 [3]で示す．

5 まとめ

本稿では，地方創生のための地域活性化活動とそれ
を支援するための情報システムによる新しい創造活動

図 3: 第１回市民共創知研究会の様子

図 4: 共創プロジェクト共有システム「みらいラボ」

の構想について論じた．我々は，市民共創知研究会を立
ち上げ，人的支援，場づくり支援，情報システム支援な
ど，地域に対して共創知を創生しCollective Intelligence
を実現するための複合的な支援体制を整えている．今
後は，本構想を継続的に実践することで，メリットと
デメリットを含めた検証を行うと同時に，得られた多
数の知見を次世代の地方創生に活かしていく．
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